






































が大きな問題となるなか, 2007 年 8 月に日本
私立学校振興・共済事業団の学校法人活性化・
再生研究会が公表した 『私立学校の経営革新と
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CHUKYO KEIEI KENKYU Vol. 18 No. 242
外部負債 ＝ 借入金 ＋ 学校債 ＋ 未払金 ＋ 手形債務
運用資産 ＝ 現金預金 ＋ 引当特定資産 ＋ 有価証券
帰属収支差額 ＝ 帰属収入 － 消費支出
レッドゾーン・イエローゾーン 危険予備的段階 正 常 状 態

































と ｢帰属収支差額｣ を加えた合計 3つの指標を
もとにして財政分析が進められていく｡ これに




｢危険予備的段階｣, ｢正常状態｣ の 3 段階に,
そしてより細かくは A1 から B4 までの 7 段階
に分類するのである4｡
































































































融資産の純額｣ が 20 億円であったとする
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資 金 収 支 計 算 書 ○年○月○日から ○年○月○日まで
収 入 の 部







































































































































































報告)』 (2001 年 11 月) では, 帰属収入から消
費支出を差し引いた額のことを ｢経常収支差額｣
ないし ｢基本金控除前差額｣ と表現している｡
5 日本経済新聞 2007 年 12 月 21 日｡ なお, 朝日
新聞 2008 年 1 月 21 日では, B4：いつつぶれて
もおかしくない B3：在学中に破綻の可能性
B2：蓄積資金を食って, なくなれば破綻 B1：





ゾーン｣ に区分されたのは, 大学法人 64, 短大
法人 34の合計 98法人である｡ その内訳は, B4：
(大学法人・短大法人の順に) 9 法人・6 法人,
B3：11 法人・1法人, B2：38 法人・22 法人, B
1：6 法人・5 法人, である｡ 調査対象となった
法人数は, 大学法人 521, 短大法人 144 の合計
665 法人であるので, 全体に占める 『経営困難
法人』 の割合は約 14.7％となる｡ 上記の日本経
済新聞記事は ｢イエローゾーンが調査対象の約















人会計基準の問題点について｣ 1976 年 10 月｡
この点に関しては, たとえば千葉洋 ｢学校法人
会計基準における資金収支計算書の再検討｣ 『杏
林社会科学研究』 第 16 巻第 2 号, 2000 年 9 月,
古屋晶子・浅田孝幸 ｢学校法人会計の研究：制
度会計からの課題と解決方法について｣ 『大阪大
学経済学』 第 54 巻第 2 号, 2004 年 12 月, など
も参照されたい｡
9 高橋吉之助・村山徳五郎 ｢学校法人会計基準
(案) 逐条解説｣ 『産業経理』 第 29 巻第 10 号,
1969 年 10 月, p. 76｡
10 同 p. 78｡
11 日本私立大学連盟学校会計委員会 ｢学校法人
会計基準見直しへの提案[2003 年報告書 (中間報
告)｣ 2003 年 5 月, ｐ. 9｡
12 日本会計研究学会スタディ・グループ 『学校
法人会計制度の基礎』 国元書房, 1973 年, pp.
27-28｡
13 日本私立大学連盟学校会計委員会 前掲 2002
年報告書, p. 5｡






いにすぎない｣｡ (『資金会計論』 国元書房, 1993
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